
NO 92
（単位︓千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

平成３０年度 10 10 100.0% 平成３０年度

令和元年度 12 12 100.0% 令和元年度

令和２年度 12 － － 令和２年度 － －

 ３ 政策名 （28）便利な区⺠⽣活を実現する区政運営を推進する

 ４ 施策名 ②便利な区⺠⽣活を実現する情報基盤の整備

指標２

・財務会計システム・・・予算編成、予算管理、予算執⾏、決算、決算統計、資⾦管理、基⾦管理、備品管理、
　　　　　　　　　　　　　　起債管理、契約管理
・統合コミュニケーションツール・・・メール、スケジュール、ウェブ会議、チームコミュニケーション、個人用ファイル保管庫
・統合型GIS・・・地理情報システム
・総合⾏政ネットワーク・・・公的個人認証サービス、社会保障・税番号制度に関係する事務に専用回線として利用
　　　　　　　　　　　　　　　されているほか、東京都電子自治体共同運営協議会による電子申請・電子調達システム
　　　　　　　　　　　　　　　や、証明書コンビニ交付の回線として利用
・施設予約システム・・・区内にある区内にある区⺠センター等の⽂化施設、スポーツセンター等のスポーツ施設を利用
　　　　　　　　　　　　　するためのインターネットを利用して各施設の利用申込⼿続きや情報提供をするシステム

指標１
内部情報系システム数  1２ 事務事業評価における最終評価

１継続　　　　　２統合　　　　　３縮小・一部廃止　　　　４廃止

情報システム安定運用管理システムについて、新たなＩＣＴの活用により、当該システムは役割を終えたことから、「縮小・一
部廃止」と評価します。

 ９ 基本計画・個別計画・関連する法令等

560,612 0 0 0

 ７ 事業内容

1１　本事業に係る所管課の意⾒（⼀次評価）

１継続　　　　　２統合　　　　　３縮小・一部廃止　　　　４廃止

　本事業は庁内の内部情報系システム群に係る保守・運用経費であり、システムの適切な維持管理には必要な経費ととらえ
ています。
　なお、本事業においてシステム運用状況を一覧に可視化し障害発⽣の有無が一目で把握できる「情報システム安定運用管
理システム」（平成28年度導⼊）の保守運用を実施してきましたが、メインスイッチの更新に伴い、当該システムの機能が集
約されたため、システムを廃止とします。

 ８ 事業実績・指標

その他

平成３０年度 100.0% 140,051 0 0 0

令和元年度 100.0% 304,286 0 0 0

令和２年度 100.0%

－ － －

ICTの発展により、業務上で取り扱う情報の量は⾶躍的に増加し、業務のデジタル化、ネットワーク化が進んでいます。そ
のため、ICTを活用した⾏政サービスの効率化と働きやすい職場づくりを進めててきました。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和２年度 560,612 － －

94.6%

令和元年度 304,286 -805 0 303,481 285,018 93.9%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

内部情報系システムの導⼊により、⽂書の電子化、ペーパーレス化及び情報ネットワークを通じた内部事務の効率化、
情報共有・活用を促進しています。

平成３０年度 140,051 -1,269 -6,000 132,782

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

125,560

 ２ 基本政策 ー 予算状況の内訳 決算状況

令和２年度事務事業評価シート 所管課 総務部  情報政策課

 １ 事業名 内部情報系システム保守・運用  １０ 事業費の状況



NO 93
（単位︓千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

平成３０年度 － － － 平成３０年度 0 0

令和元年度 4 4 100.0% 令和元年度 100 100 100.0%

令和２年度 12 － － 令和２年度 200 － －

令和２年度事務事業評価シート 所管課 総務部　情報政策課

 １ 事業名 庁内情報機器等管理運用  １０ 事業費の状況

 ２ 基本政策 ー 予算状況の内訳 決算状況

補正予算 予算現額 決算額 執行率

情報処理システム機器の導⼊や適切な維持管理、システムの安定稼動を⾏うことで、効率的な事務の実現や質の⾼い
⾏政サービスの実施に資することができます。

平成３０年度 871,219 -8,254 -31,400 831,565

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

785,105 94.4%

令和元年度 2,123,237 35,592 -394,399 1,764,430 1,616,734 91.6%

－ － －

区⺠福祉の向上や業務の適正かつ効率的な執⾏を⽀えるため、区のシステム・ネットワーク・端末について新たな技術動
向を取り⼊れ、最新かつ強固なインフラ構築を進めてきました。
各システムの管理・運用を一元的に集約する統合運用管理や、専⾨的⾒地から情報システムの総合的評価・改善提
案を⾏う港区情報システムアドバイザーの導⼊など総合的なシステム運用体制を構築しています。
【直近3カ年の主な取組】
平成29年度︓インターネット接続システム機器更新・内部情報系ネットワーク機器更新
平成30年度︓内部情報系メインスイッチ更新・本庁ファイアーウォール更新
令和元年度︓テレワーク端末試⾏開始・⽂書作成用パソコンの無線化

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和２年度 1,618,217 － －

その他

平成３０年度 100.0% 871,219 0 0 0

令和元年度 100.0% 2,123,237 0 0 0

令和２年度 100.0% 1,618,217 0 0 0

 ７ 事業内容

1１　本事業に係る所管課の意⾒（⼀次評価）

１継続　　　　　２統合　　　　　３縮小・一部廃止　　　　４廃止

経常的なシステム保守・運用管理や障害時の緊急対応など区⺠サービスに直結する業務については必要不可⽋であり、今
後も継続的に取り組みます。ただし、次の業務については、実施⽅法等を⾒直し改善します。
（１）情報システムアドバイザー業務のうち、システム運用監理⽀援、情報システム継続対策基準運用⽀援、ＩＣＴ活用
検討⽀援については、一部業務を情報政策課の職員が実施するなど、実施⼿法を⾒直すことで、委託業務を縮小します。
（２）内部情報系システムに係る一部の保守運用作業について、実施⼿法を⾒直すことで、委託業務を縮小します。
（３）内部情報系ネットワークにおいて、令和元年度に無線ＬＡＮ環境を導⼊したことに伴い、各課、各施設でのレイアウト
変更作業等にかかる配線、端末配備作業について委託業務を縮小します。
（４）内部情報系仮想化基盤関連サーバを備品からクラウド（サービス利用料）に変更し、余剰を⾒込んだ機器構成か
ら、実際に利用したリソースの実績分のみの⽀払いとすることで、業務改善を図ります。

 ８ 事業実績・指標

 1２ 事務事業評価における最終評価

１継続　　　　　２統合　　　　　３縮小・一部廃止　　　　４廃止

情報システムアドバイザー業務、システムの保守運用業務、レイアウト変更作業等の委託業務を縮小することで、より効率的な
業務の実施が⾒込めます。また、サーバを備品購⼊からサービス利用料に変更することで、必要な経費を最小限に抑えることが
でき、効率化が認められます。以上のことから、「縮小・一部廃止」と評価します。

・基本計画、情報化計画

 ９ 基本計画・個別計画・関連する法令等

 ３ 政策名 （28）便利な区⺠⽣活を実現する区政運営を推進する

 ４ 施策名 ②便利な区⺠⽣活を実現する情報基盤の整備

指標２
テレワーク端末増設

本事業は庁内の情報システム、ネットワーク、情報機器を統括的に管理し、安定稼動を維持することによりシステムの安
全性、効率性、適切性を⾼め、⾏政サービスの情報化の推進を図るものです。
効率的で安定したシステム全体の運用を⾏うため、ヘルプデスク等による庁内システムの管理業務のほか、港区情報シス
テムアドバイザー業務として、区の情報システムを統括的に管理する⽴場にある情報政策課を全体的に⽀援し、システム
アセスメント⽀援、システム運用監理⽀援等を実施しています。
また、新型コロナウイルス感染症対策としてテレワーク端末の増設を⾏い、持続可能な業務執⾏体制をサポートしていま
す。
【令和2年度の主な取組】
・新内部情報系仮想化基盤構築
・プリンタ⼊替、配備　　・セキュアプリントシステム対象機器の拡張

指標１
セキュアプリント増設課



NO 94
（単位︓千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

平成３０年度 1,000 1,727 172.7% 平成３０年度 300,000 356,459 118.8%

令和元年度 2,000 2,302 115.1% 令和元年度 600,000 697,778 116.3%

令和２年度 1,500 － － 令和２年度 450,000 － －

 ３ 政策名 （28）便利な区⺠⽣活を実現する区政運営を推進する

 ４ 施策名 ②便利な区⺠⽣活を実現する情報基盤の整備

指標２
紙資料節減枚数（枚）

タブレット台数︓202台
各総合⽀所、みなと保健所、本庁舎各部に無線LANアクセスポイントを設置し、会議資料をタブレットに配信するシステ
ムを構築し運用しています。
会議参加者はタブレットで資料を参照しながら資料への書込みを⾏い、会議を進めていきます。

指標１
会議開催回数（回）  1２ 事務事業評価における最終評価

１継続　　　　　２統合　　　　　３縮小・一部廃止　　　　４廃止

⽂書作成用端末の無線ＬＡＮ化に伴い、持ち運びができるようになったことなどから、本システムは役割を終えたため、「廃止」
評価とします。
外部の委員が参加する会議など、職員以外の者が一時的にペーパーレスで使用できる⽅法について、検討してください。

港区情報化計画

 ９ 基本計画・個別計画・関連する法令等

25,833 0 0 0

 ７ 事業内容

1１　本事業に係る所管課の意⾒（⼀次評価）

１継続　　　　　２統合　　　　　３縮小・一部廃止　　　　４廃止

令和元年度末までに実施した⽂書作成用端末の更新及び統合コミュニケーションツールの稼動に伴い、⽂書作成用端末の
持ち運びと、情報共有のための新たなシステムが整備されたため、会議の効率化及び会議資料のペーパレス化が本事業以外
でも達成できると判断し、ペーパレス会議システムは令和2年度中にシステム停止とします。次年度は、ペーパレス会議システム
の１か⽉分の利用料のみ計上し、機器の撤去作業を⾏い、令和３年５⽉をもって廃止とします。

 ８ 事業実績・指標

その他

平成３０年度 100.0% 53,634 0 0 0

令和元年度 100.0% 32,407 0 0 0

令和２年度 100.0%

－ － －

会議における紙資源の削減と会議の効率的運用を図るため、タブレット型端末と無線LANを活用した会議システムを平
成28年1⽉に導⼊しました。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和２年度 25,833 － －

94.3%

令和元年度 32,407 786 0 33,193 32,567 98.1%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

ＩＣＴを活用した効率的な区政運営を推進するため、タブレットを活用したペーパレス会議システムを運営します。

平成３０年度 53,634 4,482 0 58,116

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

54,793

 ２ 基本政策 ー 予算状況の内訳 決算状況

令和２年度事務事業評価シート 所管課 総務部  情報政策課

 １ 事業名 タブレット端末等の活用推進  １０ 事業費の状況



NO 95
（単位︓千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

平成３０年度 300 388 129.3% 平成３０年度 1,000 1,620 162.0%

令和元年度 600 882 147.0% 令和元年度 2,000 2,020 101.0%

令和２年度 100 － － 令和２年度 100 － －

令和２年度事務事業評価シート 所管課 総務部情報政策課

 １ 事業名 テレビ会議システム運営  １０ 事業費の状況

 ２ 基本政策 ー 予算状況の内訳 決算状況

補正予算 予算現額 決算額 執行率

ＩＣＴを活用した効率的な区政運営を推進するため、タブレットを活用したテレビ会議システムを運営します。

平成３０年度 3,759 0 0 3,759

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

3,759 100.0%

令和元年度 2,211 19 0 2,230 2,226 99.8%

－ － －

働きやすい職場づくりに向けた取組のひとつとして、会議を効率的に運営するために平成29年7⽉にタブレットを活用した
テレビ会議システムを導⼊しました。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和２年度 495 － －

その他

平成３０年度 100.0% 3,759 0 0 0

令和元年度 100.0% 2,211 0 0 0

令和２年度 100.0% 495 0 0 0

 ７ 事業内容

1１　本事業に係る所管課の意⾒（⼀次評価）

１継続　　　　　２統合　　　　　３縮小・一部廃止　　　　４廃止

令和元年度末までに実施した⽂書作成用端末の更新及び統合コミュニケーションツールの稼動に伴い、現⾏のテレビ会議シス
テムの機能を⼤きく拡充したウェブ会議システムが稼動したため、テレビ会議システムは令和2年度中にシステム停止とし、事業
廃止とします。

 ８ 事業実績・指標

 1２ 事務事業評価における最終評価

１継続　　　　　２統合　　　　　３縮小・一部廃止　　　　４廃止

⽂書作成用端末の更新及び統合コミュニケーションツールの稼働に伴い、本システムは役割を終えたため、「廃止」評価としま
す。

港区情報化計画

 ９ 基本計画・個別計画・関連する法令等

 ３ 政策名 （28）便利な区⺠⽣活を実現する区政運営を推進する

 ４ 施策名 ②　便利な区⺠⽣活を実現する情報基盤の整備

指標２
テレビ会議開催数（回）

利用可能台数︓タブレット型端末202台から利用
同時利用可能数︓同時10名まで
同時会議開催可能数︓無制限

会議システムで利用しているタブレット端末を活用し、庁内同⼠や外部の参加者と遠隔で映像・⾳声による会議が⾏え
るシステムを構築し運用しています。

指標１
利用時間数（時間）
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（単位︓千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

平成３０年度 利用促進 実施 平成３０年度 150 350 233.3%

令和元年度 利用促進 実施 令和元年度 250 380 152.0%

令和２年度 利用促進 － － 令和２年度 350 － －

令和２年度事務事業評価シート 所管課 総務部　情報政策課

 １ 事業名 オープンデータの活用  １０ 事業費の状況

 ２ 基本政策 ー 予算状況の内訳 決算状況

補正予算 予算現額 決算額 執行率

区⺠や事業者が、区⺠の利便性の向上や災害時に有用なサービス等に有効なアプリを開発することを⽀援する目的の
ため、区が保有する⾏政情報をコンピュータが判読しやすい形式に加⼯して「港区オープンデータカタログサイト」上で公開
するとともに、区⺠等との協働によりICTを用いたオープンデータ活用により地域の課題解決を図ります。

平成３０年度 4,854 0 0 4,854

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

3,648 75.2%

令和元年度 15,028 0 0 15,028 14,996 99.8%

－ － －

官⺠データ活用推進基本法第11条（国及び地⽅公共団体等が保有する官⺠データの容易な利用等）に基づき、
区は平成28年6⽉から区政情報を機械判読に適した形式に加⼯の上、オープンデータとして公開を開始しました。
そして、平成30年度から32年度を計画期間とする「港区情報化計画」を「港区官⺠データ活用推進基本計画」に位
置づけ、オープンデータの公開数拡⼤及びオープンデータ活用促進の取組を進めています。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和２年度 12,300 － －

その他

平成３０年度 100.0% 4,854 0 0 0

令和元年度 100.0% 15,028 0 0 0

令和２年度 100.0% 12,300 0 0 0

 ７ 事業内容

1１　本事業に係る所管課の意⾒（⼀次評価）

１継続　　　　　２統合　　　　　３縮小・一部廃止　　　　４廃止

区が保有する⾏政情報をオープンデータ化して公開する取組を進め、平成28年度に15種類で公開開始したオープンデータ数
は3か年での公開目標数を超え、388種類1080ファイルまで拡⼤しています。
令和2年3⽉に公開を開始した「港区オープンデータカタログサイト」ではオープンデータを地図や表で簡単に閲覧できるとともにダ
ウンロードを容易に⾏えるようにしました。令和2年6⽉及び7⽉の1か⽉間におけるデータダウンロードファイル数は⽉4000ファイ
ルを超えており、⺠間における港区オープンデータの利活用が進んでいることがうかがえます。
オープンデータ利活用が進んでいることから、令和3年度以降については、オープンデータ活用促進を目的とする「オープンデータ
アイデアソン」及び「オープンデータアプリコンテスト」は廃止し、港区オープンデータカタログサイトにおいて最新データの公開及び
オープンデータ公開数を増やすとともに、東京⼤学等が共同主催する「チャレンジ‼オープンガバナンス（COG2020）」等への
参加や企画課が創設した「港区⺠間協創制度」との連携等を進めることにより、オープンデータ利活用の取組を拡⼤していきま
す。 ８ 事業実績・指標

 1２ 事務事業評価における最終評価

１継続　　　　　２統合　　　　　３縮小・一部廃止　　　　４廃止

オープンデータの公開をより一層推進するとともに、オープンデータアイデアソン及びオープンデータアプリコンテストは所期の目的を
達成したものとして、他の⼿法で利活用を推進していくことから、本事業は「縮小・一部廃止」と評価します。

官⺠データ活用推進基本法、港区情報化計画（港区官⺠データ活用推進基本計画）

 ９ 基本計画・個別計画・関連する法令等

 ３ 政策名 （28）便利な区⺠⽣活を実現する区政運営を推進する

 ４ 施策名 ②　便利な区⺠⽣活を実現する情報基盤の整備

指標２
公開データ種類

①区が保有する⾏政情報をコンピュータが判読しやすい形式（CSV）に加⼯して、オープンデータとして公開
②平成28年度及び令和元年度に「港区オープンデータアプリコンテスト」を開催
　・平成28年度応募作品︓アイデア27作品、アプリ7作品、合計34作品
　・令和元年度応募作品︓アイデア157作品、アプリ11作品、合計168作品
③平成30年度に東京都と共催で「オープンデータアイデアソン」を開催（参加者62名）
　※令和2年度は区独自で開催を予定していましたが、コロナウイルス感染症拡⼤防止のため中止
④令和2年3⽉に「港区オープンデータカタログサイト（https://opendata.city.minato.tokyo.jp）」を開設し、令
和2年7⽉現在388種類1080ファイルを公開

指標１
活用したサービスやコンテンツ

https://opendata.city.minato.tokyo.jp


NO 97
（単位︓千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

平成３０年度 10 10 100.0% 平成３０年度

令和元年度 5 3 60.0% 令和元年度

令和２年度 0 － － 令和２年度 － －

令和２年度事務事業評価シート 所管課 総務部　情報政策課

 １ 事業名 ＩＣＴ活用基盤の整備  １０ 事業費の状況

 ２ 基本政策 ー 予算状況の内訳 決算状況

補正予算 予算現額 決算額 執行率

災害時に、区⺠や来街者が幹線道路や駅周辺の混乱を防止するため並びに平時は、観光等をはじめとした区政情報
を発信するために整備した、無料で利用可能な公衆無線ＬＡＮを運用保守します。

平成３０年度 32,630 0 0 32,630

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

28,353 86.9%

令和元年度 27,658 -383 0 27,275 26,322 96.5%

－ － －

平成２７年度に港区公衆無線ＬＡＮ整備検討委員会を設置し、区内において、区⺠や来街者が無料で利用可能
な公衆無線ＬＡＮを利用したインターネット接続環境を区政情報の発信基盤として整備し、⾏政サービスの向上や防
災対策の充実を図ることを目的とした港区公衆無線ＬＡＮ整備⽅針を策定しました。
　整備⽅針に基づき平成２８年度以降令和元年度までに主要駅周辺など４２か所に港区公衆無線ＬＡＮを設置
してきましたが、東京都でもオリンピック・パラリンピックのため公衆無線ＬＡＮ整備を始めたことにより、今年度からは４２
か所の運用保守のみを⾏っていきます。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和２年度 21,848 － －

その他

平成３０年度 100.0% 32,630 0 0 0

令和元年度 100.0% 27,658 0 0 0

令和２年度 100.0% 21,848 0 0 0

 ７ 事業内容

1１　本事業に係る所管課の意⾒（⼀次評価）

１継続　　　　　２統合　　　　　３縮小・一部廃止　　　　４廃止

契約携帯会社に関係なく区⺠や来街者が無料で利用できる港区公衆無線ＬＡＮの設置は、⾏政サービスの向上や防災対
策の充実に⼤きく寄与しているため、運用保守は継続する必要があります。
なお、次世代移動通信システム（5G）への転換については、今後１~２年では公衆無線LANサービスを代替できるほどの
普及率に達しない想定であるため、次世代の通信環境が区内に整備されるまで公衆無線LANの運用を継続します。

 ８ 事業実績・指標

 1２ 事務事業評価における最終評価

１継続　　　　　２統合　　　　　３縮小・一部廃止　　　　４廃止

区⺠や来街者が無料で利用できる港区公衆無線ＬＡＮの設置は、⾏政サービスの向上や防災対策の充実に寄与してお
り、今後も利用ニーズが⾒込まれることから、「継続」評価とします。
引き続き、区内の次世代移動通信システム（５Ｇ）通信環境整備状況を注視し、将来的に５Ｇへの転換も⾒据えて、区
⺠サービス向上に繋げていく⽅法を検討してください。

・基本計画、情報化計画

 ９ 基本計画・個別計画・関連する法令等

 ３ 政策名 （28）便利な区⺠⽣活を実現する区政運営を推進する

 ４ 施策名 ②　便利な区⺠⽣活を実現する情報基盤の整備

指標２

①利用対象者︓区⺠、来街者
②運用状況︓３６５⽇
③保守点検︓年２回

指標１
アクセスポイント設置数



NO 98
（単位︓千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

平成３０年度 340 290 85.3% 平成３０年度 6 6 100.0%

令和元年度 340 284 83.5% 令和元年度 5 5 100.0%

令和２年度 340 － － 令和２年度 5 － －

 ３ 政策名 （28）便利な区⺠⽣活を実現する区政運営を推進する

 ４ 施策名 ②　便利な区⺠⽣活を実現する情報基盤の整備

指標２
セキュリティ監査対象システム数

⾏政サービスの情報化の推進にあたって、個人情報の保護を最優先とした適切な安全管理を確保し、区が収集・蓄積
した情報を様々な脅威から守るために、情報セキュリティ対策を実施します。
情報システムアドバイザーによる集合研修の実施やeラーニングシステムを利用した全職員向けセキュリティ研修を実施し、
職員のセキュリティ意識の向上を図ります。
情報セキュリティ監査により区の各システムや指定管理者のセキュリティ対策の調査・助⾔を⾏うほか国の情報セキュリティ
ポリシーガイドライン等を踏まえ、最新のICT動向やセキュリティ対策を反映させた指針の改定を実施しています。
【主な取組内容】・情報セキュリティセミナー　・eラーニング　　・CSIRT体制の運用
　　　　　　　　　　 ・情報セキュリティ監査　　 ・港区情報安全対策指針の改定

指標１
セキュリティセミナー受講者数  1２ 事務事業評価における最終評価

１継続　　　　　２統合　　　　　３縮小・一部廃止　　　　４廃止

集合研修を動画配信に切り替えることで、事業の実施⽅法を⾒直し、情報セキュリティ自主点検などの一部の業務を職員が
実施することで業務の効率化を図ることから、「縮小・一部廃止」と評価します。

港区情報化計画、港区情報安全対策指針

 ９ 基本計画・個別計画・関連する法令等

12,375 0 0 0

 ７ 事業内容

1１　本事業に係る所管課の意⾒（⼀次評価）

１継続　　　　　２統合　　　　　３縮小・一部廃止　　　　４廃止

本業務は区の情報システムを統括的に管理する⽴場にある情報政策課を全体的に⽀援し、情報セキュリティ対策に関するア
ドバイス及び⽀援等を実施しています。
情報セキュリティセミナーについてはシステムアドバイザーが講師となり、各職層や、指定管理者・委託事業者等に合わせて複数
のコースを設けて対面式の集合研修を実施してきました。
令和元年度も当初は集合研修を予定していましたが、コロナ感染症対応のため集合研修から動画配信型の研修に⼿法を変
更しました。今後も同様の⼿法に変更し、セミナー実施経費を縮減した上、受講対象者数や受講期間の拡⼤等、セミナー受
講環境を改善します。
また、情報セキュリティ自主点検の実施に係る作業など、一部の業務を情報政策課の職員が実施することで、実施⼿法を⾒
直し、委託業務を縮小します。

 ８ 事業実績・指標

その他

平成３０年度 100.0% 10,807 0 0 0

令和元年度 100.0% 12,441 0 0 0

令和２年度 100.0%

－ － －

区⺠が安⼼して⾏政情報サービスを利用するためには、個人情報の保護や区の情報システムが安全に管理されているこ
とが不可⽋です。そのため、区が収集・蓄積した情報を様々な脅威から守るべく、平成15年8⽉に港区情報安全対策
指針を策定し、体系的、総合的かつ継続的な情報セキュリティ対策を実施しています。
また、外部の中⽴的な⽴場でシステムに関して専⾨的な助⾔・⽀援等を⾏う港区情報システムアドバイザーを導⼊し、
情報セキュリティ対策の強化を図っています。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和２年度 12,375 － －

84.9%

令和元年度 12,441 383 0 12,824 12,758 99.5%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

港区情報安全対策指針の適切な運用、情報セキュリティ対策の実施により、個人情報や区の情報システムを安全に管
理します。

平成３０年度 10,807 0 0 10,807

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

9,180

 ２ 基本政策 ー 予算状況の内訳 決算状況

令和２年度事務事業評価シート 所管課 総務部　情報政策課

 １ 事業名 港区情報安全対策指針運用  １０ 事業費の状況


